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1． 「企業内転勤」からのアプローチ

「企業内転勤」：

「①本邦に本店、支店その他の事業所のある公私の機関の②外国にある事業所の職員が③本邦にある事業所に期間を定めて転勤して当該事業所において行う④この表の技術の項又は人文知識・国際業務の項の下欄に掲げる活動」
1 「本邦に本店、支店その他の事業所のある公私の機関」
本邦に法人がある（を有する）外国法人＝「本邦に事業所のある公私の機関」

ⅰ．本邦に、外国法人の子会社（日本法人）があるケース

ⅱ．本邦に、外国法人の親会社があるケース

ⅲ．本邦に、子会社・親会社（本邦外の会社）の関連会社があるケース

ⅳ．本邦に、関連会社（本邦外の会社）の子会社・親会社があるケース

2 当該外国法人の「外国にある事業所の職員」

⇒外国法人の職員ＯＲ日本法人の職員ＯＲ外国法人の職員兼日本法人の職員
「職員」＝
1 外国法人と契約
2 日本法人と契約
3 外国法人及び日本法人と契約
· 外国法人の日本支店の場合と異なり、「職員」は明確に「本邦の公私の機関」である日本法人と契約することができる。すなわち、この場合、あえて外国法人を「本邦の公私の機関」とみなす必要性は少ない（ゼロではない）。
3 「本邦にある事業所に期間を定めて転勤して当該事業所において行う」活動
「本邦にある事業所」＝日本法人
· 「期間を定めて転勤」すること（企業内転勤の形態）＝「技術」等との違い（該当性レベル）

ⅰ．「期間」の定め

ⅱ．「転勤」の形態

4 「この表の技術の項又は人文知識・国際業務の項の下欄に掲げる活動」

「この表の技術の項の下欄に掲げる活動」
＝「本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理学、工学その他の自然科学の分野に属する技術又は知識を要する業務に従事する活動」

「企業内転勤」＝「期間を定めて転勤」すること（企業内転勤の形態）＋「本邦の公私の機関との契約に基づいて行う活動」
ⅰ．外国法人との契約に基づいて行う活動

外国法人＝「本邦の公私の機関」？

外国法人、日本法人＝「同一の公私の機関の一部」？

↓

外国法人との契約⇒「公私の機関との契約」

· 【平成１６年事務連絡】「子会社、関連会社の関係にある会社も同一の公私の機関の一部とされているところ、『技術』及び『人文知識・国際業務』の在留資格における『公私の機関』についても、『企業内転勤』の在留資格における『公私の機関』と同様に取り扱うことが可能である。」

ⅱ．日本法人との契約に基づいて行う活動

日本法人＝「本邦の公私の機関」
2． 「技術」等からのアプローチ

「技術」等＝「本邦の公私の機関との契約に基づいて行う活動」

ⅰ．外国法人との契約に基づいて行う活動（日本法人との契約なし）

外国法人＝「本邦の公私の機関」？

外国法人＝「同一の公私の機関の一部」

↓

外国法人との契約⇒「公私の機関との契約」

しかし、「技術」等の該当性は、地方入国管理局の審査では認められていない。

最大の矛盾点！！！
ⅱ．日本法人との契約に基づいて行う活動

日本法人＝「本邦の公私の機関」

3． 疑問

「企業内転勤」の該当性を有する活動とされながら、「技術」等の該当性を有する活動とされないのはおかしくないか。
「日本法人を設立した外国法人」は、「本邦の公私の機関」ではないとする取り扱いは、「本邦に支店、支社等を設置した外国法人」と比較して不均衡ではないか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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